農地の売買、贈与、貸借等の許可（農地法第３条）
　農地の売買、贈与、貸借などには農地法第３条に基づく農業委員会の許可が必要です。この許可を受けないでした行為は、無効となりますのでご注意ください。
１　許可申請書の提出期限
　　　毎月５日（５日が土・日・祝日に当たるときは、休日あけの日となります。）
２　提出書類
　　　○農地法第３条の規定による許可申請書（様式第１－１号（その１））…… ２部
　　　○　　　　　　　　〃　　　　　　　　（様式第１－１号（その２））…… １部
　　　○　　　　　　　　〃　　　　　　　　（様式第１－１号（その３））…… １部
３　添付書類（各１部）
	
	書　　類　　名
	チェック欄
	備　　　　　　　　　　　　考

	１
	周辺見取図
	
	申請地周辺の土地の利用状況の概要が確認できる図面

	２
	公図写し
	
	法務局の証明印のないものは次の証明がなされていること｡
(証明例)この公図写しは宇都宮地方法務局○○支局備付け公図(公図番号○○)を謄写したものに相違ありません｡
 ○年○月○日謄写 謄写者 住所 氏名

	３
	土地の登記事項証明書（全部事項証明書に限る。）
	
	

	４
	相続関係系図
戸籍又は除籍謄本
相続放棄申述受理謄本　など
	
	土地の登記事項証明書に記載されている所有者名義人と申請者が異なる場合

	５
	法人の登記事項証明書
	
	申請人が農地所有適格法人の場合は､左の他､規則第10条第2項に該当する書類及び同第11条第6号に掲げる事項を記載した書類
申請人が一般法人の場合は､左の他､解除条件を付した賃貸借契約書の写し

	６
	定款又は寄附行為の写しなど
	
	

	７
	土地利用営農計画書
	
	非農家の個人又は法人が新たに農地を利用して､農作物の栽培を始める場合(自家消費栽培を含む)

	８
	契約書の写し
	
	法第3条第3項の規定の適用を受けて許可を受けようとする場合

	９
	所有者の同意
（様式第１－３号）
	
	農地等を賃借等している者が賃借権等を移転､転貸する場合

	１０
	単独申請行為該当事由を証する書類
	
	単独申請(連署しないで申請書を提出)する場合

	１１
	耕作証明書
	
	譲受人が申請地所在市町村外の居住者の場合
（日本国籍以外の方は、国籍・在留資格を省略しないものが必要）

	１２
	通作経路を示す図面
	
	

	１３
	住民票
	
	

	１４
	その他参考となるべき書類
　・損益計算書の写し
　・総会議事録の写し
　・代理人申請の場合、委任状・確認書など
	
	許可権限者が必要と認めて提出を求めたもの
譲受人等が代理人に申請手続を委任する場合は､委任状･確認書を添付すること｡

	
	　・土地の評価証明書
　・使用貸借契約書
　・後継者の住民票
	
	経営移譲年金の受給､再設定の場合


さくら市農業委員会事務局　TEL:028-681-1124 　FAX:028-681-1483
Ｅ-mail：nougyouiinkai@city.tochigi-sakura.lg.jp
農地法第3条により農地の所有権を取得される方へ
農地法は、資産保有や転売・転用（以下、「転用等」という）を目的とした権利取得を規制し、農地を効率的に利用する農業者へ集積することを目的としています。
　具体的には、権利を取得する者が保有する農業用機械、栽培技術、通作距離、経営面積等から判断して許可しています。
　したがって、耕作を目的としないにもかかわらず、農地法第3条により農地を取得することはできません。
　仮に、農地法第3条による権利取得をした後、早期に転用しなければならない相当の理由がないにもかかわらず、農地法第4条または第5条による農地転用の申請があった場合は、さくら市農業委員会の農地転用の審査基準により許可できません。
　なお、「早期」とは権利取得後3年かつ3作以上の耕作を行なっていないものをいいます。
　また、「相当の理由がない」と判断する基準は、次に該当するような場合を言います。
	①　権利取得後に適正に耕作されておらず、転用等を目的に取得したと考えられる。
②　権利取得後に転用せざるを得ない事情の変化が具体的にない。
③　他に代替する農地がある。


◯農地法第3条の主な許可基準
　農地法第3条に基づく許可を受けるためには、次のすべてを満たす必要があります。
１　申請農地を含め、所有している農地または借りている農地のすべてを効率的に耕作すること。（全部効率要件）
２　申請者または世帯員等が農作業に常時従事すること。（農作業常時従事要件）
３　今回の申請農地の周辺の農地利用に影響を与えないこと。（地域調和要件）
４　法人が権利を取得する場合は、農地所有適格法人の要件を満たすこと。
※農地所有適格法人とは、農業を事業の中心とすること、農業者が中心となって組織されることなどの農地法第2条第3項の要件を満たす法人のこと。
	農地の売買・貸借については、農業経営基盤強化促進法に基づく方法もあります（利用権設定）。利用権設定については農政課にお問い合わせください。


